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通算１０３号 

「助成金紹介コーナー」新設のご案内 

ニュースレター４月号をお届け致します。ご一読いただき、ご意見やご感想をお寄せください。 德永 

3 月から標記コーナーを新設しています。この助成金は事業所様にとっては返却の必要が無い大変有り難

いものですが、①申請要件が詳細に亘り、書類の準備も大変。②助成金の申請は本来社労士の独占業務で

すが、①の理由も有り、社労士で助成金を積極的に奨めている率は意外なほど低い。のが現状です。弊所

では昨年度の実践経験からその手法について自信を深めました。そこでこのコーナーで助成金の基本的な 

内容について分かり易く解説して行きますので、ご一読の上、興味のある助成金についてお申し出下さい。 

 『助成金紹介コーナー』 ❷助成金基礎知識そのⅡ 耳寄り情報１ 
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2018 

助成金をもらうための基本要件チェックリスト 

●下記の書類は整備されていますか。 

□ 労働者名簿 

□ タイムカード   法定三帳簿 

□ 賃金台帳 

□ 労働条件通知書や雇用契約書 

●労働保険料は納めていますか。 

□ 労働保険料申告書 

□ 労働保険料納付領収書 

（３期で分納の場合は、全て必要） 

●社会保険（健康保険・厚生年金）の 

 手続きは適正に行われていますか。 

□ １週間の所定労働時間が正社員の３／

４以上のパート・アルバイトがいる場合

は、社会保険に加入させていますか。 

●雇用保険の手続きは適正に行われていますか。 

□ ３１日以上引き続き雇用されることが見込ま

れる者で１週間の所定労働時間が２０時間以

上の労働者は雇用保険に加入させています

か。 

●就業規則はありますか。 

   （労働者１０名以上の場合） 

※所轄労働基準監督署への提出義務もあります。 

□ ６５歳までの雇用確保措置への対応は済んで

いますか。 

□ 最近６か月以内に会社都合で解雇した社員は

いませんか。 

これらの条件を満たしていない事業所様は 

労働諸法令に抵触し、助成金が支給されません 

のでその整備が急務です。 



 

 

秋北バス事件（最判昭和４３年１２月２５日）  労働契約法第７条（労働契約の内容と就業規則の関係）に関する判例 

 

■事件の概要 

就業規則の変更により、定年制度を改正して主任以上の職の者の定年を５５歳に定めたた

め、（一般従業員については５０歳）、それまで定年制の適用のなかった労働者が定年制度

の対象となり、解雇通知を受けた事例で、新たな就業規則の作成・変更によって、既得権利を奪い労働者に不

利益な労働条件を一方的に課することは原則として許されないが、当該規則条項が合理的なものである限り、

個々の労働者においてこれに同意しないことを理由としてその適用を拒否することは許されないと解すべきとし、

不利益を受ける労働者に対しても、変更後の就業規則の適用を認めた。 

■判決 

 「多数の労働者を使用する近代企業においては、労働条件は、経営上の要請に基づき、統一的かつ画一的

に決定され、労働者は、経営主体が定める契約内容の定型に従って、附従的に契約を締結せざるを得ない立

場に立たされるのが実情であり、この労働条件を定型的に定めた就業規則は、一種の社会的規範としての性

質を有するだけでなく、それが合理的な労働条件を定めているものである限り、経営主体と労働者との間の労

働条件は、その就業規則によるという事実たる慣習が成立しているものとして、その法的規範性が認められる

に至っている。」 「新たな就業規則の作成又は変更によって、既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条件

を一方的に課することは、原則として、許されないが、労働条件の集合的処理、特にその統一的かつ画一的な

決定を建前とする就業規則の性質からいって、当該規則条項が合理的なものである限り、個々の労働者にお

いて、これに同意しないことを理由として、その適用を拒否することは許されない。」 

 

 

 

 

 

  金ちゃん先生は松下電器同年代 OB数人と  

「TOKKIN会」を行っています。その一人で 

経理畑出身の H氏は現役時代に「TAMAYA」の 

女将の上司で、その縁でよくこの店に行き 

先週は彼の経理畑の知合いとの合同の「ライ 

ブ＆懇親会」を行い、大いに盛り上りました。 

[注]「TAMAYA」本町駅近く ☎06-6227-8442 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金ちゃん先生行状記 ～「TAMAYA」合同「ライブ＆懇親会」～ 

どれくらい 行くのと聞けば TAMAYAねえ 答える私 ダジャレ好き！ 

 労働関係裁判例１３  =個別的同意= 

 

耳寄り情報２ 

金ちゃん先生のコメント  就業規則は合理的労働条件を定めている限り法的規範性が認められる訳です。 

 

▲女将と参加者有志によるソロ＆デュエットの数々…。 

▲歌会の後は皆なで参加で楽しい懇親
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      内  訳 

事業の種類 
雇用保険率 

失業等給付の料率 二事業の料率 

被保険者負担分 事業主負担分 

いわゆる一般の事業 1,000 分の９ 1,000 分の３ 
1,000 分の３ 1,000 分の３ 

計 1,000分の６ 

いわゆる農林水産業、清酒の製造の事業 1,000 分の 11 1,000 分の４ 
1,000 分の４ 1,000 分の３ 

計 1,000分の７ 

いわゆる建設の事業 1,000 分の 12 1,000 分の４ 
1,000 分の４ 1,000 分の４ 

計 1,000分の８ 

豆知識情報 

 

４ 代替休暇（法 37条-Ⅲ、Ⅰ読替、則 19の 2-Ⅰ①読替） 割増賃金 

使用者が労使協定により、「延長して労働させた時間が 1箇月について 60時間を超えたために、その超

えた時間の労働について、通常の労働時間の賃金の計算額の５割以上の率で計算した割増賃金を支払わな

ければならない労働者に対して、当該割増賃金の支払いに代えて、通常の労働時間の賃金が支払われる休

暇（年次有給休暇を除くものとし、以下「代替休暇」という。）を与えること」を定めた場合において、

当該労働者が代替休暇を取得したときは、当該 60 時間を超えた時間のうち、当該取得した代替休暇に対

応する時間の労働については、当該割増賃金を支払うことを要しません。 

 

平成 30年度の雇用保険率及び労災保険率が決定 

雇用保険率は、労使折半で負担する失業等給付の料率に、会社が負担する雇用保険二事業の料率を加えたも

のです。毎年度、雇用保険の状況を勘案して、一定の範囲内で変更することが可能とされていますが、本年度

は、前年度と同率に据え置くこととされました。労災保険率は、全額会社負担です。業種に応じて定められて

おり、基本的に３年度ごとに改定されます。本年度はその改定の年度にあたり、４月から改定が実施されます。 

以下で、平成 30年度の雇用保険率と労災保険率に関連する事項をまとめておきます。 

平成 30年度の雇用保険率・労災保険率 

● 平成 30年度の雇用保険率と負担の内訳（平成 29年度と同率に据え置き） 

● 平成 30年度の労災保険率の改定 

労災保険率は、平成 30年度から、全業種平均で 1,000分の 0.2引き下げられます（平均「1,000分の 4.7」

→「1,000分の 4.5％」）。業種別にみると、引き上げ＝３業種、据置き＝31業種、引き下げ＝20業種となって

います。改定されるのは全業種中の４割程度です。 

■ 改定された業種の例 

・既設建築物設備工事：1,000分の 15 改定 ↘ → 1,000 分の 12 

・清掃、火葬又はと畜の事業：1,000分の 12― 改定 ↗ → 1,000分の 13 

・倉庫業、警備業、消毒又は害虫駆除の事業：1,000分の７― 改定 ↘ → 1,000分の 6.5 

・卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業：1,000 分の 3.5― 改定 ↘ → 1,000分の３ 

■ 改定されなかった業種の例（各率を据え置き） 

・通信業、放送業、新聞業又は出版業：1,000分の2.5 

・金融業、保険業又は不動産業：1,000分の2.5 

・その他の各種事業：1,000 分の３ 

★ 雇用保険に関する保険料のうち、雇用保険二事業に充てる部分は、その全額を事業主の方々が負担してい

ます（上記の「雇用保険率の負担の内訳」参照）。保険料を負担しているわけですから、活用できる助成金が

あるのなら、ぜひ活用をご検討ください。助成金についても、平成 30 年度に向けた新しい情報が徐々に公表

されることになると思います。必要なものについては、適時お伝えするようにします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆あとがき◆ 確定申告は１月～１２月のサイクルですが、助成金の年間サイクルは４月～３月です。

弊所は昨年度から助成金申請に力を入れており、正に大晦日は３月末です。その３日間は神戸→大阪→

京都→滋賀→名古屋間を行き来し、故星野監督の阪神優勝時の言葉のように「あーしんど！」でした。 

年金関係の手続等に関する平成 30年３月５日からの主な変更
点 

日本年金機構における年金関係の手続でもマイナンバー （平成 30年３月～） 

日本年金機構における年金関係の手続についても、マイナンバーの利用が可能とされ

ました（平成 30年３月５日から本格的に実施）。主な変更点を確認しておきましょう。 

【届書等の記載事項への個人番号の追加】 

被保険者、事業主及び受給権者が提出する届書、申請書、申出書又は請求書（以下「届書等」という。）で

あって、基礎年金番号を記載しなければならないこととされていたものについて、個人番号による各種手続を

可能とするため、個人番号又は基礎年金番号のいずれかの記載を求めることとする。 

4/10 ● 一括有期事業開始届の提出（建設業）  

主な対象事業：概算保険料160万円未満で、かつ請負金額が 1億8,000万円未満の工事 

● 3月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

4/15 ● 給与支払報告書に係る給与所得者異動届出書の提出期限 

5/1 ● 3月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

● 預金管理状況報告書の提出 

● 家内労働委託状況届の提出 

● 労働者私傷病報告書の提出(休業 4日未満 1～3月の労災事故について報告) 

● 固定資産税（都市計画税）第一期の納付(市町村の指定日まで) 

● 2月決算法人の確定申告と納税・8月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 

● 4月・7月・10月決算法人の消費税の中間申告 

 

お仕事 
カレンダー 
４月 

【届書等の添付書類の省略】 

生年月日に関する市町村長の証明書又は戸籍の抄本等を添付しなければならないこととされているものについ

て、日本年金機構が地方公共団体情報システム機構から届出者等に係る機構保存本人確認情報の提供を受けるこ

とができるときは、その添付を省略できる。 

【氏名変更の届出等の省略】 

被保険者の氏名変更、住所変更及び死亡の届出（死亡の届出は国民年金第１号被保険者及び第３号被保険者に

限る）、受給権者の氏名変更の届出について、日本年金機構が地方公共団体情報システム機構から被保険者及び受

給権者に係る機構保存本人確認情報の提供を受けることができるときは、その届出を省略できる。 

【個人番号の変更の届出】 

被保険者及び受給権者は、個人番号を変更したときは、速やかに、日本年金機構に届け出なければならない。

なお、厚生年金保険の被保険者は、個人番号の変更を事業主に申し出をし、申出を受けた事業主が、速やかに、

日本年金機構に届け出なければならない。 

【様式の変更】 

年金関係の手続で使用する様式を変更する。平成 30 年３月５日より原則、新様式での届出となり、旧様式

での届出の場合は、別途個人番号の届出をすることとなる。 

具体的には、個人番号欄の追加のほか、様式の A４縦判化、複数の様式の統合（被扶養者（異動）届と国民

年金第３号被保険者関係届など）といった変更を行う。 

★ 会社から日本年金機構に提出する年金関係の届出等のために、会社が社員のマイナンバーを取得するときに

は、利用目的の明示と本人確認措置を行う必要があります。今一度、マイナンバーの取扱いのルールを確認し

ておきましょう。 


